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平成２６年度診療報酬改定の概要（目次）① 
平成26年度診療報酬改定 

〇平成２６年度診療報酬改定の概要 P４ 

〇平成２６年度診療報酬改定の重点課題と対応 P７ 

重
点
課
題 

■医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等 

１．入院医療について P１７ 

  ①高度急性期と一般急性期を担う病床の機能分化  P１９ 

  ②長期療養患者の受け皿の確保等について P３６ 

  ③急性期後・回復期の病床の充実と機能に応じた評価 P３８ 

  ④医療提供しているが、医療資源の少ない地域に配慮した評価 P４２ 

  ⑤有床診療所の機能に着目した評価 P４７ 

２．外来医療の機能分化・連携の推進について P５０ 

３．在宅医療を担う医療機関の確保と質の高い在宅医療の推進について P５６ 

４．医療機関相互の連携や医療・介護の連携の評価について P８４ 
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平成２６年度診療報酬改定の概要（目次）② 
平成26年度診療報酬改定 

   Ⅰ．充実が求められる分野を適切に評価していく視点 

     ①緩和ケアを含むがん医療の推進について P９１ 

     ②精神疾患に対する医療の推進について P９３ 

     ③認知症への対策の推進について P１０５ 

     ④救急医療、小児医療、周産期医療の推進について P１０６ 

     ⑤リハビリテーションの推進について P１０９ 

     ⑥手術等の医療技術の適切な評価 P１１７ 

     ⑦医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションの適切な評価について P１３６ 

     ⑧DPCに基づく急性期医療の適切な評価について P１３８ 

   Ⅱ．患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で質の高い医療を実現する視点 P１４２ 

   Ⅲ．医療従事者の負担を軽減する視点 P１５２ 

   Ⅳ．効率化余地がある分野を適正化する視点 P１５９ 

   Ⅴ．消費税８％への引上げに伴う対応 P１６５ 

   Ⅵ．革新的な医薬品、医療機器等の費用対効果評価 P１６９ 

   Ⅶ．経過措置等 P１７０ 



平成２６年度診療報酬改定の概要 

全体改定率    ＋０．１０％ 
       

              
診療報酬（本体） ＋０．７３％（＋０．６３％）     【     約３，０００億円（約２，６００億円）】 
   
       医科  ＋０．８２％ （＋０．７１％）     【     約２，６００億円（約２，２００億円）】 
       歯科  ＋０．９９％ （＋０．８７％）       【           約３００億円      （約２００億円）】 
       調剤  ＋０．２２％ （＋０．１８％）       【           約２００億円      （約１００億円）】 
 
薬価改定      ▲０．５８％（＋０．６４％）        【 ▲約２，４００億円（約２，６００億円）】 
材料価格改定   ▲０．０５％（＋０．０９％）    【 ▲      約２００億円      （約４００億円）】 
   

・ ２０２５年(平成３７)年に向けて、医療提供体制の再構築、地域包括ケアシステムの
構築を図る。 

・ 入院医療・外来医療を含めた医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実
等に取り組む。 

平成26年度診療報酬改定 

※ （ ）内は、消費税率引上げに伴う医療機関等
の課税仕入れにかかるコスト増への対応分 
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※なお、別途、後発医薬品の価格設定の見直し、うがい薬のみの処方の保険適用除外などの措置を講ずる。 
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社会保障制度改革国民会議 

医療・介護分野の改革 

■ 急性期から亜急性期、回復期等まで、患者が状態に見合った病床でその状態にふさ
わしい医療を受けることができるよう、急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、
入院期間を減らして早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、受け皿となる地域の
病床や在宅医療・在宅介護を充実させていく必要がある。この時、機能分化した病床機
能にふさわしい設備人員体制を確保することが大切であり、病院のみならず地域の診療
所をもネットワークに組み込み、医療資源として有効に活用していくことが必要となる。 

 

■ この地域包括ケアシステムは、介護保険制度の枠内では完結しない。例えば、介護
ニーズと医療ニーズを併せ持つ高齢者を地域で確実に支えていくためには、訪問診療、
訪問口腔ケア、訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問薬剤指導などの在宅医療が、不
可欠である。自宅だけでなく、高齢者住宅に居ても、グループホームや介護施設その他
どこに暮らしていても必要な医療が確実に提供されるようにしなければならず、かかりつ
け医の役割が改めて重要となる。そして、医療・介護サービスが地域の中で一体的に提
供されるようにするためには、医療・介護のネットワーク化が必要であり、より具体的に言
えば、医療・介護サービスの提供者間、提供者と行政間など様々な関係者間で生じる連
携を誰がどのようにマネージしていくかということが重要となる。 

 

        
 
 

 社会保障制度改革国民会議報告書（抜粋） 

平成２５年８月６日 
社会保障制度改革国民会議 

平成26年度診療報酬改定 



 ○ 医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実等 
     入院医療･外来医療を含めた医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実 等 

平成２６年度診療報酬改定の基本方針のポイント 

重点課題 

改定の視点 

 ● 充実が求められる分野を適切に評価していく視点 
     がん医療の推進、精神疾患に対する医療の推進 等 

 ● 患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で質の高い医療を実現する視点 
     医療安全対策の推進等、患者データの提出 等 

 ● 医療従事者の負担を軽減する視点 
     医療従事者の負担軽減の取組、救急外来の機能分化の推進、 等 

 ● 効率化余地がある分野を適正化する視点 
     後発医薬品の使用促進 等 

将来に向けた課題 

 超少子高齢社会の医療ニーズに合わせた医療提供体制の再構築、地域包括ケアシステムの構築については、直ちに完成する
ものではなく、平成26年度診療報酬改定以降も、引き続き､2025(平成37)年に向けて､質の高い医療が提供される診療報酬体系の
在り方の検討も含め、医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実等に取り組んでいく必要がある。 

平成２５年１２月６日  
社会保障審議会医療保険部会 

社会保障審議会医療部会 
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○ 入院医療・外来医療を含めた医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等に取り組み、医療提供体制の再構築、

地域包括ケアシステムの構築を図る。           

基本認識 

平成26年度診療報酬改定 



平成２６年度診療報酬改定の重点課題と対応 

重点課題 医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等 

 １．入院医療について 

    ① 高度急性期と一般急性期を担う病床の機能の明確化とそれらの機能に合わせた評価 

  ② 長期療養患者の受け皿の確保、急性期病床と長期療養を担う病床の機能分化 

  ③ 急性期後・回復期の病床の充実と機能に応じた評価 

  ④ 地域の実情に配慮した評価 

  ⑤ 有床診療所における入院医療の評価 

 ２．外来医療の機能分化・連携の推進について 

  ① 主治医機能の評価 
  ② 紹介率・逆紹介率の低い大病院における処方料等の適正化 

 ３．在宅医療を担う医療機関の確保と質の高い在宅医療の推進について 

 ４．医療機関相互の連携や医療・介護の連携の評価について 

 

重点課題への対応 

社会保障審議会の「基本方針」 
・医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等 

重点課題 

平成26年度診療報酬改定 
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地域包括ケアシステム 

【地域包括ケアの５つの視点による取組み】 
 地域包括ケアを実現するためには、次の５つの視点での取組みが包括的（利用者のニーズに応じた①～⑤の適切な組み合わせによるサービス提供）、継続的（入院、
退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供）に行われることが必須。 
  

①医療との連携強化 
 ・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化 
 ・介護職員によるたんの吸引などの医療行為の実施 
 

②介護サービスの充実強化 
 ・特養などの介護拠点の緊急整備（平成２１年度補正予算：３年間で１６万人分確保） 
 ・２４時間対応の定期巡回･随時対応サービスの創設など在宅サービスの強化  
 

③予防の推進  
 ・できる限り要介護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進 
 

④見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など 
 ・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービス）サービスを推
進 

 

⑤高齢期になっても住み続けることのできる高齢者住まいの整備（国交省と連携） 
 ・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を、サービス付高齢者住宅として高齢者住まい法に位置づけ 8 

医 療 

生活支援・介護予防 

住まい 

通院 通所 

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援 等 

地域包括ケアシステムのイメージ 

※地域包括ケアシステムは、人口１万人
程度の中学校区を 

単位として想定 

地域包括支援 
センター・ 
ケアマネジャー 

訪問介護 
・看護 

24時間対応の定期巡
回・随時対応サービス
など 

自宅・ケア付き高
齢者住宅 

・グループホーム 
・小規模多機能 
・デイサービス    
 など 

相談業務やサービスの
コーディネートを行いま

す。 

在宅医療 
在宅歯科医療 
訪問看護  など 

介 護 

平成26年度診療報酬改定 



「次期診療報酬改定における社会保障・税一体改革関連の基本的な考え方」（概要） 

（平成25年９月６日 社会保障審議会 医療保険部会・医療部会） 

＜2025年(平成37年)の姿＞ ＜現在の姿＞ 

一般急性期 
約35万床 

高度急性期 
18万床 

亜急性期等 
約26万床 

長期療養 
28万床 

地
域
に
密
着
し
た
病
床
24
万
床 

在宅医療 

外来医療 

 
＜高度急性期・一般急性期＞ 
○病床の機能の明確化と機能に合わせた評価 
・平均在院日数の短縮 
・長期入院患者の評価の適正化 
・重症度・看護必要度の見直し 
・入院早期からのリハビリの推進 等 

＜回復期（亜急性期入院医療管理料等）＞ 
○急性期を脱した患者の受け皿となる病床の整備 

・急性期病床からの受入れ、在宅･生活復帰支援、
在宅患者の急変時の受入れなど病床機能を明
確化した上で評価 等 

＜長期療養＞ 
○長期療養患者の受け皿の確保 

＜その他＞ 
○医療資源の少ない地域の実情に配慮した評価 
○有床診療所の機能に応じた評価 

基本的な考え方 

＜在宅医療＞ 
○質の高い在宅医療の提供の推進 
・在宅療養支援診療所･病院の機能強化 等 

＜外来医療＞ 
○外来の機能分化の推進 

・主治医機能の評価 等 

７対１ 

10対１ 

13対１ 

15対１ 

 357,569床 

210,566床 

26,926床 

54,301床 

療養病棟 216,653床 

※経過措置の23,022床を除く 
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平成26年度診療報酬改定 



 １．入院医療について＜病床の機能分化＞ 

高度急性期・急性期 長期療養 
地域包括ケア病床 等 
地域に密着した病床 

在宅復帰困
難な患者の
受け入れ 

在宅復帰 

長期療養が
必要な患者

の受入 

在宅復帰 

・高度な医療の提供 
・退院支援    等 

・在宅復帰困難な患者の受入 
・緊急患者の受入 
・在宅、生活復帰支援   等 

役
割 

高度医療が必
要な患者の受

入 

・病院からの早期退院患者の在宅・介護施設への受け渡しとしての機能 
・在宅医療の拠点 等 

緊急患者
の受入 

高度・急性期
医療が必要な
患者の受入 

自宅・在宅医療 

10 有床診療所 

在宅復帰困
難な患者の
受け入れ 

緊急患者
の受入 

病床の機能分化の促進 
・7対１の要件の厳格化 
（重症度、医療・看護必要度 等） 
・地域包括ケア病棟の評価 
・有床診療所の機能に応じた評価 

平成２６年改定 

平成26年度診療報酬改定 

在宅復帰 

在宅・生活
復帰支援 


